
 
 
 
 
 

野田内閣、2011 年 10 月 28 日閣議決定。“人事院勧告実施を見送り、６

月３日に国会提出した「国家公務員給与の臨時特例に関する法律案」の早期

成立をめざす。” 

   国家公務員給与を2013年度末まで、 

平均 7.8％削減 
 

＊人事院や野党は「人事院勧告無視は憲法違反！！」と抗議！ 
 

労働運動総合研究所（東京）の試算「公務員以外にも波及。国民全体で年

３兆４,７００億円の家計収入減。国と地方の税収減も約５,４００億円」 

 
国立大学の例 

  
年間の 

損失額 
平均年齢    

平均年間給与
引き下げの率と金額 

教  授 1,017,600 円
54.5 才

10,176 千円

月給与の 10%、期末勤勉手当の 10% 

年収10,176 千円の 10％＝1,017,600 円

准教授 688,543 円
45.7 才

8,105 千円

月給与の 8%＝487,824 円 

期末勤勉手当の 10%＝200,719 円 

事務 係長 490,602 円
44.8 才

5,775 千円

月給与の 8%＝347,585 円 

期末勤勉手当の 10%＝143,017 円 

看護師 275,231 円
33.3 才

4,412 千円

月給与の 5%＝165,968 円 

期末勤勉手当の 10%＝109,263 円 

＊全大教作成資料（2010 年度の給与公表データから、職種毎の平均年間給与をもとに算出）より 

   

２０１１年１1 月１日 

北海道大学教職員組合 http://ha4.seikyou.ne.jp/home/kumiai/ 

〒060-0811  札幌市北区北１１条西６丁目北海道大学内  

   TEL:011-746-0967 kumiai@ma4.seikyou.ne.jp 

大幅賃金カットを閣議決定！ 


